
第82回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日）

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条

の規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレス　http://www.tbk-jp.com）に

掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　13社

主要な連結子会社の名称　　　東京精工株式会社

ティービーアール株式会社

TBKK （Thailand） Co., Ltd.

TBK America, Inc.

なお、当連結会計年度において、株式の取得に伴い、木

村可鍛株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　　　　　主要な非連結子会社はありません。

連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数　１社

主要な会社等の名称　　　　　Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

主要な非連結子会社及び関連会社はありません。

持分法を適用しない理由　　　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社であるChangchun FAWSN TBK Co., Ltd.

の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成

にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。

なお、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、TBK America, Inc. 及び Full Win Developments Ltd. 他４社の決

算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸

表を使用しております。

また、当連結会計年度より連結子会社となった木村可鍛株式会社の決算日は、9月30日

であります。連結計算書類の作成にあたっては、12月31日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。

なお、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　時価法

③　たな卸資産 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

－ 2 －

連結注記表



(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

リース資産以外 定額法

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ２～９年

その他 ２～20年

　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３

年間で均等償却する方法を採用しております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

②　無形固定資産

リース資産以外　　　 定額法

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいております。

リース資産　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　長期前払費用　　　　　　　期間内均等償却

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に債

権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。在外連結子会社は、必要額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。一部在外連結子会社は支給

見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　製品保証引当金　　　　　　　製品の品質保証による将来の支出に備えるため、過去

の実績に基づいて算出した見積額及び個別の案件を勘案

して算出した発生見込額を計上しております。
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(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しており

ます。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、通貨スワ

ップについては振当処理の要件を充たしている場合には

振当処理を、金利スワップの特例処理の条件を充たして

いる場合には、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段　　　　　通貨スワップ取引

　　ヘッジ対象　　　　　借入金

ｂ．ヘッジ手段　　　　　金利スワップ取引

　　ヘッジ対象　　　　　借入金の支払金利

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　通貨スワップ取引は為替変動リスクを抑制する目的で

行っており、金利スワップ取引は金利変動による借入債

務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を

評価しております。

　　　ただし、振当処理及び特例処理によっているものにつ

いては、有効性の評価を省略しております。

(6) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、効果の及ぶ期間内で償却しております。金額的に重要性が

ないものにつきましては、一括償却をしております。
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(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。なお、退職給付見込額を当連結会計年度まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上してお

ります。

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

③　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物及び構築物 689百万円

機械装置及び運搬具 21百万円

土地 593百万円

計 1,304百万円

担保に係る債務

短期借入金 68百万円

長期借入金 80百万円

計 148百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 42,433百万円

　減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額を含んで表示しております。

３．圧縮記帳

　固定資産に係る補助金収入による圧縮記帳累計額は、1,217百万円であります。

４．保証債務

　関係会社の金融機関からの借入による債務に対し、保証を行っております。

Changchun FAWSN TBK Co., Ltd. 1,211百万円

５．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、再評価差額金のうち税効果相当額を負債の部に、残額を純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に

定める不動産鑑定士による鑑定評価に基づく方法の他、第３号に定める固定資産税評価額

及び第４号に定める路線価に合理的な調整を行う方法により算出。

再評価を行った年月日　　　　  平成12年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計

額と当該事業用土地の再評価及び減損後の帳簿価額の合計額との差額　　　　△5百万円
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

１．固定資産売却益には、連結子会社であるTBKK（Thailand）Co.,Ltd．における固定資産の譲

渡益を含んでおります。

２．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所

事業用資産

建物及び構築物

山形県鶴岡市機械装置及び運搬具

土地

事業用資産
機械装置及び運搬具

タイ国チョンブリ県
その他

(2) 減損損失の認識に至った経緯

　事業用資産は、個々の資産の処分、事業の再編成等により減損の兆候が認められたため、

帳簿価値を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

（単位：百万円）

種類 金額

建物及び構築物 77

機械装置及び運搬具 423

土地 806

その他 45

　計 1,353

(注)連結損益計算書においては、183百万円が「事業再編損」に含まれております。

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、主に管理会計上の区分を基準としてグルーピングを行っております。

　また、処分予定資産、事業の再編成に係る資産、並びに遊休資産については個々にグル

ーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測定しておりま

す。正味売却価額は処分見込価額から処分見込費用を控除した額を使用しており、使用価

値は将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引いて算定しております。

３．事業再編損の主要な内訳

　事業再編損の主な内訳は、減損損失183百万円及び解体撤去費用等150百万円であります。

４．仕損費用は、連結子会社であるTBK TECHNOLOGY（THAILAND）CO.,LTD．における製造工程で

発生した費用によるものであります。
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 29,424,635株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総額(百万円)

１ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 )
基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年５月11日

取 締 役 会
普通株式 234 8 平成29年３月31日 平成29年６月23日

平成29年11月８日

取 締 役 会
普通株式 234 8 平成29年９月30日 平成29年12月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総額(百万円)
配当の原資

１株当た

り配当額

( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成30年５月11日

取 締 役 会
普通株式 234 利益剰余金 8 平成30年３月31日 平成30年６月22日

(3) 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

該当事項はありません。
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Ⅴ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入によって資金を調達しております。

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権が、回収できないリスクに対して、

債権の発生から消滅に至るまで、取引先別に期日管理及び残高管理をしており、契約書に

定められた期間中に回収できなかった場合は、適切な保全処置をとっております。また、

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の期日であります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の借

入金の為替変動リスク及び金利変動リスクに対してはデリバティブ取引（通貨スワップ取

引及び金利スワップ取引）を実施しております。なお、デリバティブは社内管理規則に従

い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時

価及び、これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 3,011 3,011 －

(2)受取手形及び売掛金 12,978 12,978 －

(3)電子記録債権 1,139 1,139 －

(4)投資有価証券

その他有価証券 3,633 3,633 －

資産計 20,763 20,763 －

(1)支払手形及び買掛金 4,582 4,582 －

(2)電子記録債務 2,881 2,881 －

(3)短期借入金 6,352 6,352 －

(4)長期借入金 3,338 3,253 △84

負債計 17,154 17,070 △84

デリバティブ取引 － － －

デリバティブ取引計 － － －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権

これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、並びに(3)短期借入金

これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。一部の長期借入金は、金利

スワップの特例処理及び通貨スワップの振当処理の対象とされており、当該通貨スワッ

プ及び金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

(1)ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

(2)ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 取引の種類等
主なヘッジ

対象

契約額等
時価

うち1年超

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

　支払固定・受取変動
長期借入金 341 204

（※）

１

金利通貨スワップの一体

処理

（特例処理、振当処理）

金利通貨スワップ取引

　支払固定・受取変動

　バーツ支払・米ドル受取

長期借入金 2,148 1,300
（※）

２

（※）１　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す。

（※）２　金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお

ります。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

　区　　　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 （※） 224

関係会社出資金 （※） 1,095

（※）これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大な

コストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものであるため、「資産(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,036円52銭

１株当たり当期純利益 35円23銭
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Ⅶ．企業結合等に関する注記

　（取得による企業結合）

当社は、平成30年２月１日付で、木村可鍛株式会社の株式を100％取得いたしました。

１．企業結合の概要

　（1）被取得企業の名称及びその事業の概要

被取得企業の名称　：　木村可鍛株式会社

事業の内容　　　　：　ダクタイル鋳鉄品・可鍛鋳鉄品、ねずみ鋳鉄品の製造・販売

　（2）企業結合を行った主な理由

　当社グループにおける鋳物事業の拡大を図り、自動車部品等製造事業の原価低減を

進めることによって、より一層の収益改善が見込まれると考え、本株式の取得を行い

ました。

　（3）企業結合日

平成30年２月１日

　（4）企業結合の法的形式

現金を対価とした第三者割当増資による株式取得

　（5）結合後企業の名称

変更はありません。

　（6）取得する議決権比率

100％

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　　現金による支出 190百万円

取得原価 190百万円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 14百万円

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 321百万円

固定資産 338百万円

資産合計 659百万円

流動負債 245百万円

固定負債 448百万円

負債合計 694百万円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法、償却期間

　（1）発生したのれんの金額

225百万円

　（2）発生原因

期待される超過収益力によるものであります。

　（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

Ⅷ．その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び

関連会社株式…………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

(2) デリバティブ　　　　　　　時価法

(3) たな卸資産　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

リース資産以外　　 定額法

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～47年

構築物 ７～45年

機械及び装置 ２～９年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３年

間で均等償却する方法を採用しております。

リース資産　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

リース資産以外　　 定額法

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づいております。

リース資産　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

(3) 長期前払費用　　　　　　　期間内均等償却
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金　　　　　　　関係会社に対する投資の損失に備えるため、その財政状

態等を勘案して必要額を計上しております。

(3) 賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与

支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込

額に基づき計上しております。

(5) 製品保証引当金　　　　　　　製品の品質保証による将来の支出に備えるため、過去の

実績に基づいて算出した見積額及び個別の案件を勘案して

算出した発生見込額を計上しております。

(6) 退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。なお、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理

しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 重要なヘッジ会計の方法

(ｲ) ヘッジ会計の方法　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップの

特例処理の条件を充たしている場合には、特例処理を採用して

おります。

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の支払金利

(ﾊ) ヘッジ方針　　　　　　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っ

ております。

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。

　ただし、特例処理によっているスワップについては、有効性の評価を省略しており

ます。

(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(4) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 14,512百万円

２．圧縮記帳

　固定資産に係る補助金収入による圧縮記帳累計額は、686百万円であります。

３．保証債務

(1) 関係会社の金融機関からの借入による債務に対し、保証を行っております。

TBK America, Inc. 1,338百万円

TBK India Private Ltd. 277百万円

TBK China Co., Ltd. 105百万円

Changchun FAWSN TBK Co., Ltd. 1,211百万円

計 2,933百万円

(2) 関係会社間での金銭貸借による債務に対し、保証を行っております。

TBK TECHNOLOGY（THAILAND）CO.,LTD． 494百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,734百万円

短期金銭債務 2,122百万円

５．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、再評価差額金のうち税効果相当額を負債の部に、残額を純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に

定める不動産鑑定士による鑑定評価に基づく方法の他、第３号に定める固定資産税評価額

及び第４号に定める路線価に合理的な調整を行う方法により算出。

再評価を行った年月日　　　　  平成12年３月31日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　　　　　　　△5百万円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 3,976百万円

仕入高 9,602百万円

営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 992百万円

２．関係会社株式評価損は、当社が保有する TBK America, Inc. 及び TBK TECHNOLOGY 

(THAILAND) CO., LTD.の株式を減損処理したことによるものであります。

３．貸倒引当金繰入額は、TBK TECHNOLOGY (THAILAND) CO., LTD. への貸付金に対するもので

あります。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 97,999株

Ⅴ．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 3百万円

貸倒引当金損金不算入額 100百万円

賞与引当金損金不算入額 86百万円

工場集約統合費用損金不算入額 43百万円

退職給付引当金損金不算入額 275百万円

投資損失引当金損金不算入額 83百万円

関係会社株式評価損否認 441百万円

その他 91百万円

繰延税金資産小計 1,124百万円

評価性引当額 △711百万円

繰延税金資産合計 412百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 582百万円

未収還付事業税 39百万円

特別償却準備金 24百万円

繰延税金負債小計 645百万円

繰延税金資産の純額 △233百万円
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議決権等の

所 有 割 合

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 東京精工㈱
所有

直接100％

原材料の購入 原材料の購入等 (注1) 2,962 未収入金 715

役員の兼任 買 掛 金 1,221

子会社 ティービーアール㈱
所有

直接100％

原材料の購入 原材料の購入等 (注1) 4,674 未収入金 227

資金の援助 買 掛 金 645

役員の兼任 資金の貸付 (注2) 250 長期貸付金 2,030

資金の返済 (注2) 230 － －

利息の受取 (注2) 9 － －

子会社 木 村 可 鍛 ㈱
所有

直接100％

資金の援助 資金の貸付

利息の受取

(注2)

(注2)

402

0

長期貸付金

－

402

－

子会社
TBK America,

Inc.

所有

直接100％

債務の保証 債務の保証

保証料の受取

(注4)

(注4)

1,338

3

－

－

－

－

子会社
TBK India

Private Ltd.

所有

直接 60％

間接 20％

資金の援助

役員の兼任

資金の返済 (注2) 75 短期貸付金 91

利息の受取 (注2) 8 長期貸付金 390

社債利息の受取 (注7) 3 関係会社社債 683

子会社

TBKK

(Thailand)

Co., Ltd.

所有

直接 89％

間接　5％

資金の援助 資金の返済 (注2) 600 長期貸付金 －

役員の兼任 利息の受取 (注2) 5 － －

子会社

TBK TECHNOLOGY

(THAILAND)

CO., LTD.

所有

直接 60％

間接 40％

資金の援助 資金の貸付 (注3) 340 長期貸付金 1,207

資金の返済 (注3) 288 － －

利息の受取 (注3) 13 － －

債務の保証 (注6) 494 － －

関連

会社

Changchun

FAWSN TBK

Co., Ltd.

所有

直接 40％

資金の援助

債務の保証

役員の兼任

利息の受取 (注2) 10 長期貸付金 346

債務の保証 (注5) 1,211 － －

１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）有償支給、原材料の購入及び製品の販売については、市場の実勢価格を勘案して価格を

決定しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受入れて

おりません。
（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受入れて

おりません。また、当事業年度において貸倒引当金繰入額317百万円を計上しており、
貸倒引当金残高は317百万円であります。

（注４）銀行借入に対して債務保証を行ったものであり、年率0.3％の保証料を受領しておりま
す。

（注５）銀行借入に対して債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。
（注６）子会社間での金銭貸借に対して債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりま

せん。
（注７）社債の引受を行ったものであり、社債利息を受領しております。

－ 19 －

個別注記表



Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 744円39銭

１株当たり当期純利益 12円01銭

Ⅷ．その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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